
 

民 生 病 院 常 任 委 員 会 

 

                日 時  令和４年１２月１５日（木）午前１０時から 

                場 所  全員協議会室 

 

議  題 
 

１ 付託案件（７件） 

(1) 議案第５６号  令和４年度射水市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

(2) 議案第５７号  令和４年度射水市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

(3) 議案第５８号  令和４年度射水市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

(4) 議案第６１号  令和４年度射水市病院事業会計補正予算（第３号） 

(5) 議案第６６号  射水市重度心身障害者等医療費助成に関する条例の一部改正につ 

    いて 

(6) 議案第６７号  指定管理者の指定について（射水市小杉展示館及び射水市竹内源造

記念館） 

(7) 議案第６８号  指定管理者の指定について（射水市いきいき長寿館） 

 

２ 報告事項（５件） 

(1) 射水市再生可能エネルギービジョンの策定について 

（市民生活部 環境課 資料１） 

(2) 射水市公衆浴場燃料価格高騰対策補助金（案）について 

（市民生活部 環境課 資料２） 

(3) 高額介護サービス費（月途中資格取得者分）の支給不足について 

（福祉保健部 介護保険課 資料１） 

(4) エネルギー料金高騰対策民間保育サービス等提供体制支援について 

（福祉保健部 子育て支援課 資料１） 

(5) 新型コロナウイルスワクチン接種進捗状況等について 

（福祉保健部 保健センター 資料１） 

 

３ その他 



 

 

 

世界各地で地球温暖化の影響とみられる異常気象が多発しており、2015（平成 27）年

に採択された「パリ協定」では、産業革命以降の気温上昇を 2℃ないし 1.5℃に抑制する

目標が掲げられ、国・県においても「2050 年カーボンニュートラル」が宣言されている。 

本市においても、自然的・経済的・社会的条件を踏まえた温室効果ガスの段階的な削減

を推進していくため、射水市再生可能エネルギービジョン（以下、「本ビジョン」という。）

において脱炭素に向けた地域の目指す姿を定め、カーボンニュートラルに向け再生可能

エネルギーを最大限に導入していく。 

上位計画である「第 3 次射水市総合計画(令和 4年度策定予定）」をはじめ、「第 2次射

水市環境基本計画」、「第 2 次射水市一般廃棄物処理基本計画」「バイオマスタウン構想」

など本市の関連計画のほか、国や県の環境・エネルギーに関する計画や政策との整合を図

り策定する。 

 

本ビジョンの期間は、2023（令和 5）年度から 2030（令和 12）年度までの 8 年間とす

る。国の計画と整合を図り、基準年度を 2013（平成 25）年度、目標年度を 2030（令和

12）年度とし、長期目標の 2050（令和 32）年にカーボンニュートラルを目指す。 

 

行政、市民、事業者が一体となり、地域資源を活かした新たなエネルギーの創出に努め

るとともに、あらゆる資源を最大限活用し、温室効果ガス排出量の削減に向けた行動を実

践し、脱炭素社会の構築を図っていく。 

また、デジタル技術を活用し社会課題の解決や新たな価値の創造につなげる DX の取組

を推進し、生産活動の効率化や省エネルギー化を図り脱炭素化につなげていく。 

 

市民生活部 環境課 資料１ 

１２月定例会 民生病院常任委員会 

令和４年１２月１５日 

 



   本ビジョンでは、「再生可能エネルギーの創出」の方針を基本とし、「その他多様な手法

を用いた脱炭素の推進」を含めた取組を推進することで、エネルギービジネスとして活性

化させながら、地域が一体となって環境と経済の好循環を創出させるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年７月１日に「射水市再生可能エネルギービジョン策定検討会」を設置し、以下

のとおり検討を進めてきた。 

 

令和４年 ８月 第１回射水市再生可能エネルギービジョン策定検討会 

     ９月 第２回射水市再生可能エネルギービジョン策定検討会 

    １２月 市議会定例会で報告（射水市再生可能エネルギービジョン（素案）について）  

令和５年 １月 パブリックコメント実施 

２月 第３回射水市再生可能エネルギービジョン策定検討会 

３月 市議会定例会で報告（射水市再生可能エネルギービジョン（案）について）  

   ３月 射水市再生可能エネルギービジョンの公表 

 

 

別冊「射水市再生可能エネルギービジョン（素案）」のとおり 
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再生可能エネルギーの固定価格買取制度と FIP 制度 
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大区分 中区分 導入ポテンシャル 単位
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（MW） （MWh/年）

官公庁 7.7 9,078.3

病院 2.1 2,481.6

学校 12.2 14,439.8

戸建住宅等 126.5 149,142.1

集合住宅 2.6 3,049.3

工場・倉庫 73.1 86,380.4

その他建物 318.4 376,404.4

鉄道駅 0.1 107.8

小計 542.7 641,083.8

最終処分場 一般廃棄物 2.5 3,007.8

田 123.6 146,087.5

畑 19.6 23,138.7

再生利用可能（営農型） 2.2 2,650.3

再生利用困難 12.6 14,876.6

ため池 11.8 13,555.7

小計 172.4 203,316.5

合計 715.0 844,400.3

導入ポテンシャル
小区分中区分

耕地

荒廃農地
土地系

建物系
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太陽光発電導入状況と導入ポテンシャルの比較 
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排出部門 

温室効果ガス排出量（千 t-CO₂） 
2030 年度 

2013 年度比 
基準年度 

2013 年度 

現況年度 

2019 年度 

将来推計 

2030 年度 

将来推計 

2050 年度 

産業部門 692.0 498.4 450.7 450.7 ▲34.9% 

業務その他部門 124.4 89.1 88.8 88.8 ▲28.6% 

家庭部門 200.8 166.9 150.8 124.7 ▲24.9% 

運輸部門 212.9 196.0 183.5 155.7 ▲13.8% 

廃棄物分野 15.9 14.2 12.9 10.6 ▲19.0% 

その他ガス 13.7 12.9 11.4 9.6 ▲16.7% 

温室効果ガス排出量 計 1,259.7 977.5 898.1 840.1 ▲28.7% 
※排出量の各数値は端数処理により、合計等と一致しない場合がある。 

※将来推計における電力排出係数は、2019 年度値を用いている。 
 

現状趨勢ケース排出量＝直近年度の温室効果ガス排出量×活動量の変化率 

 活動量の変化率   ＝
対象年度における活動量の推計値

直近年度における活動量
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温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

基準 現況 目標

森林吸収量

目標

②省エネ対策ケース※1445.3 千 t-CO₂ 
国と連携して進める省エネ対策を全て推進 

①

②

1,200 

1,000 

800 

600 

400 

200 

0 

③省エネ対策ケース＋再生可能エネルギーポテン
シャル最大限導入ケース 129.4 千 t-CO₂ 

③

①現状趨勢（BAU）ケース 840.1 千 t-CO₂ 
追加的な対策を見込まないまま推移した場合 

    

千
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太陽光発電の設置費用と費用対効果の試算 

※ 発電分を自家消費する場合の効果を示す。 
※ 日照時間は、2012（平成 24）～2020（令和 2）年の年間合計値の平均。 
※ 電気料金は、大手電力会社の 2016（平成 28）～2021（令和 3）年度の家庭用電気料金単価を 25.24 円/kWh として算出。 

※ 二酸化炭素排出量は北陸電力㈱における 2019（令和元）年度の電力排出係数 0.51kg-CO₂により算出。 

※ 発電分を自家消費する場合の効果を示す。 
※ 電気料金は、大手電力会社の 2016（平成 28）～2021（令和 3）年度の事業用電気料金単価を 18.52 円/kWh として算出。 
※ 二酸化炭素排出量は北陸電力㈱における 2019（令和元）年度の電力排出係数 0.51kg-CO₂により算出。 
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太陽光発電設備導入を初期投資ゼロで行う方法 

出典）「初期投資０での自家消費型太陽光発電設備の導入について」（環境省） 

 

 

出典）「初期投資０での自家消費型太陽光発電設備の導入について」（環境省） 

 
自己託送方式 

出典）「はじめての再エネ活用ガイド（企業向け）」（環境省）をもとに作成 
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新たな太陽光発電技術開発 
 

出典）NEDO ホームページ

出典）NEDO ホームページ
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農業用水路の落差を利用したマイクロ水力発電の導入事例 

出典）小水力発電設置のための手引き（国土交通省）  

本市水道施設への水力発電の導入（案） 

出典）射水市水道ビジョン 
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          間伐材                        建設廃材                剪定枝 
出典）一般社団法人日本木質バイオマス協会 
 

 

 

 

木質バイオマス発電事業スキーム概要図（横須賀プロジェクト） 
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大型施設での地中熱(井水)活用事例 
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地域マイクログリッドのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）「地域マイクログリッド構築のてびき」（経済産業省）をもとに作成 
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送電線網の次世代化の計画事例 

⼊

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）「北陸電力送配電株式会社 中期経営計画＜2022～2027 年度＞」（北陸電力送配電株式会社）をもとに作成 
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2

 GX リーグ（排出量取引などの場） 
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出典）環境省「ZEB PORTAL」 
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出典）NEDO プロジェクト 
「動静脈一体車両リサイクルシステム」 
の実現による省エネ実証事業 

水平リサイクル 
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出典）国土交通省港湾局ホームページ 
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２０２２（令和４） 

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
量 

 水素利活用 

 営農型太陽光発電 

 もみ殻ボイラー熱利用 

 既存バイオマス発電設備の拡充 

・県産材活用 

・剪定枝・建設廃材活用 

 電動車導入 

 インフラ整備 

 リサイクル・資源循環 

再生可能 
エネルギー 
の創出 

２０３０（令和１２） ２０５０（令和３２） 

 エネルギーの地産地消 

 ポテンシャルに合わせた 

計画的な太陽光発電設備の設置 

 マイクロ水力の導入 

・農業用水 

・工場排水 

・水道施設 

 大型施設等の整備に伴う地中熱の活用 

 合成燃料等利用 



 

 

 



 

 

 

 

 射水市再生可能エネルギービジョン（素案） 

発行 ／ 射水市 市民生活部 環境課 

       〒939-0294 射水市新開発 410 番地１ 

［ T E L ］０７６６－５１－６６２４ 

［ F A X ］０７６６－５１－６６５６ 

［ E-mail］kankyou@city.imizu.lg.jp 

［ホームページ］http://www.city.imizu.toyama.jp 

令和４年１２月 



 

 

 

 

 

射水市公衆浴場燃料価格高騰対策補助金（案）について 

 

１ 趣旨 

  燃料価格高騰の影響を受ける公衆浴場を支援することで、市民の公衆衛生環

境の維持を図ることを目的とする。 

 

２ 補助対象者 

  市内において、公衆浴場法第２条の規定により、富山県知事の許可を受けた施

設であって、物価統制法第４条の規定により、入浴料金の価格が統制されている

施設を経営する事業者。但し、市の指定管理者は除く。 

 

３ 補助対象経費等 

  令和４年１月から同年３月の重油平均価格※１から令和３年４月から令和４

年３月の平均価格を差し引いた額（９．５７円※２）に、補助対象事業者が令和

４年４月１日から令和５年３月３１日までに購入し納入された公衆浴場の維持

管理に直接要する重油及び灯油の使用量を乗じた額。 
※１ 資源エネルギー庁石油製品価格調査Ａ重油価格推移より 

※２ 富山県一般公衆浴場燃料価格高騰対策補助金において設定されている単価 

 

４ 補助金の額   

  補助対象経費に３分の２を乗じて得た額又は３００千円のいずれか低い額 

 

５ 予算額 

  ９００千円（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

 

６ 参考  

富山県一般公衆浴場燃料価格高騰対策補助金 

  補助額等 燃料使用量 × ９．５７円 × １／３ 上限額１００千円 

 

 

 

 

 

 

市民生活部 環境課 資料２ 

１２月定例会 民生病院常任委員会 

令和４年１２月１５日 



 

 

高額介護サービス費（月途中資格取得者分）の支給不足について 

 

１ 支給不足の内容 

  転入等により月途中に資格を取得した高額介護サービス費の支給対象者について、介護保

険システムに資格取得日を手動入力する仕様になっていることを認知していなかったため、

資格取得月分の支給漏れがあったもの。 

 

２ 経緯 

  被保険者家族からの問い合わせにより、市からシステム管理業者へ原因を確認したところ、

月途中の資格異動者の自動算定が行われないことから支給不足の状況となっていることが判

明した。 

 

３ 追加支給対象者 

（１）対象期間：令和２年１１月から令和４年８月利用分 

        ※介護保険法第 200条の給付に係る時効（２年）による。 

 

（２）対象者：７名（７件）  

 

（３）支給額：７１,５９９円 （１人当たり 最高：１９,１９７円 最少：２,７９９円） 

 

４ 市の対応（予定） 

  令和 4年 11月 30日  システムでの登録・算定 

12月上旬   追加支給対象者へお詫びとご案内 

      12月下旬  追加支給（新規登録者へは 1月下旬） 

 

５ 再発防止策 

  システムの仕様についての正しい理解と事務処理手順の改善を図り、適正な事務処理に努

める。 

福祉保健部 介護保険課 資料１ 

１２月定例会 民生病院常任委員会 

令和４年１２月１５日 



 

 

 

 

 

エネルギー料金高騰対策 

民間保育サービス等提供体制支援について 

 

 

１ 趣旨 

光熱費や燃料代の高騰に直面する市内の民間保育所等を運営する事

業者に対し、高騰分に係る経費を助成し、保育サービス等提供体制の確

保を支援するもの。 
 

２ 対象施設 ※民間施設 

（１）保育所、認定こども園（16 施設） 

（２）児童館（2 施設） 

 

３ 補助対象 

   令和４年４月から令和５年３月までのエネルギー料金 

（電気・ガス・灯油・重油代の高騰分） 

 

４ 補助金額 

  令和３年度と令和４年度の補助対象経費に係る差額 

 

５ 予算要求額（国 10/10） 

  事業費（補助金）   ９，４５７千円 

         （内訳） ９，２４２千円 保育園等運営委託等事業費 

２１５千円 児童館管理運営費 

                

   

   

福祉保健部 子育て支援課 資料１ 

１２月定例会 民生病院常任委員会  

令和４年１２月１５日 



 

 

新型コロナウイルスワクチン接種進捗状況等について 

 

１ 接種状況について(１２月１日現在)   

対象者 
対象人数 

(R4.1.1 現在) 

接種済人数（接種率） 

1 回目接種 2 回目接種 3 回目接種 4 回目接種 5 回目接種 

65 歳以上 27,940 人 
26,726 人 

(95.7%) 

26,661 人 

(95.4%) 

25,735 人 

(92.1%) 

22,938 人 

(82.1%) 

10,284 人 

(36.8%) 

12 歳～64 歳 55,220 人 
49,657 人 

(89.9%) 

49,453 人 

(89.6%) 

37,558 人 

(68.0%) 

15,833 人 

(28.7%) 

1,418 人 

(2.6%) 

対象者比 

（12 歳以上） 
83,160 人 

76,383 人 

(91.9%) 

76,114 人 

(91.5%) 

63,293 人 

(76.1%) 

38,771 人 

(46.6%) 

11,702 人 

(14.1%) 

5 歳～11 歳 5,383 人 
1,396 人 

(25.9%) 

1,355 人 

(25.2%) 

312 人 

 (5.8%) 
- - 

6 か月～4歳 3,208 人 - - - - - 

人口比 91,783 人 
77,779 人 

(84.7%) 

77,469 人 

(84.4%) 

63,605 人 

(69.3%) 

38,771 人 

(42.2%) 

11,702 人 

(12.7%) 

※接種率は令和４年１月１日現在の射水市人口(91,783 人)及び対象人数から算出 

 

 市 県 国 

オミクロン株対応ワクチン接種率 ２９．０％  １９．２％ 

※３回目、４回目、５回目の内数 

 

２ 新型コロナウイルス感染症の発生状況について 

 

富山県の感染者の状況（令和４年１２月１日１５時現在） 

  感染者累計        １６７，７９３名 

   ・入院者数           ２３１名（うち重症者数０名） 

   ・宿泊療養施設入所者数     １１４名 

   ・死亡者数           ２０３名 

   

  感染対策のレベル 

   ・入院病床使用率       ４７．０％ 

   ・重症病床使用率        ０．０％ 

   ・直近１週間の１０万人当たり感染者数  ７９４人 

   ・上記の対前週比        １．２３ 

 

   現在のレベル ２（感染警報） 

福祉保健部 保健センター 資料１ 

１２月定例会 民生病院常任委員会 

令和４年１２月１５日 


